様式第１号（第８条関係） 
年　　月　　日


交野市長　　様


団体名　　　　　　　　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　（電話番号：　　　　　　　　　　）


[bookmark: _GoBack]交野市こどもの居場所づくり推進事業補助金交付申請書


　交野市こどもの居場所づくり推進事業補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり補助金の交付を申請します。



記


１　交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円

２　添付書類
（１）　事業計画書（様式第２号）
（２）　事業予算書（様式第３号）
（３）　誓約書（様式第４号）
（４）　団体等の規約・会則、役員名簿のほか、団体等の概要が分かる書類
（５）　その他市長が必要と認める書類








第２号様式（第８条関係）
事　業　計　画　書

	団体（法人）の名称
	

	代表者役職名・氏名
	

	団体所在地
	

	事業名称
	

	事業開始（予定）年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	実施区分
（次のいずれかに○をつけてください。複数可）
	
	食堂事業（第3条第１項第1号ア）

	
	
	学習事業（第3条第１項第1号イ）

	
	
	体験事業（第3条第１項第1号ウ）

	実　施　時　間
	

	実　施　頻　度
	（例）毎週●曜日，月に●回（第４●曜日）　等

	実　施　場　所
	住　所：　
施設名：　

	1回あたりの利用人数
（予定）
	大人：　　人　　こども：　　人
（うち乳幼児　　　人，小学生　　　人，中学生　　　人）

	事　業　内　容

	１．実施体制
（現場責任者：　　　　　　　（電話番号　　　　－　　　－　　　　）
（スタッフ人数：　　　人　※参加予定のスタッフ名簿を添付してください。）


２．活動の趣旨



３．活動内容




４．利用者負担






５．周知方法　　※事業に関するチラシ等があれば添付してください。





６．安全管理・衛生管理・備品等の保管方法






　【ボランティア保険，行事保険の加入】 有 ・ 無　※いずれかに○
　【四條畷保健所に相談】　実施済・未実施　※いずれかに○
【厨房の有無】 有 ・ 無　※いずれかに○，無の場合は食事の提供方法を記載してください。

７．主催者以外の協力者・協力内容
（例）民生委員，自治会，保護者，企業や商店，ＮＰＯ法人，学校，社会福祉協議会　等







	期待される成果・効果等

	














実施スケジュール

	
	実施予定回数
	実施の概要

	４月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	５月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	６月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	７月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	８月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	９月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	１０月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	１１月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	１２月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	１月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	２月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：


	３月
	　　　　　回
	日　　時：
実施内容：



様式第３号（第８条関係）


事　業　予　算　書
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　

【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　目
	予算額
	積算内訳

	補助金
	
	

	利用者負担
	
	

	その他収入
	
	

	合　　計
	
	





【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　目
	予算額
	うち補助金充当額
	積算内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	
	



※収入合計と支出合計は同額にして下さい。
※項目は別表と同一にして下さい。
※様式に入らない場合は、別紙で提出して下さい（行が不足する場合は適宜挿入して下さい。）。

様式第４号（第８条関係）


暴力団排除に関する誓約書


交野市こどもの居場所づくり推進事業補助金交付申請を行うにあたり、交野市暴力団排除条例に基づき、暴力団に利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記事項について誓約します。


記


１．次に掲げる者のいずれにも該当しないこと。
（１）暴力団（交野市暴力団排除条例（平成２４年１２月２７日交野市条例第３１号。以下「条例」という）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
（２）暴力団員（条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）
（３）暴力団密接関係者（条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係をいう。）
（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役員又はこれらに準じるべき者、支配人及び精算人をいう。）となっている法人その他の団体

２．前号の誓約事項に違反したときは、認定の取り消しその他市が行う一切の措置について異議を述べないこと。

３．市が暴力団及び暴力団員等に該当するかを確認するため、その役員等についての名簿等の提出を求めた場合には、速やかに必要な情報を提供すること。


　　　年　　　月　　　日

交野市長　様

（誓約者）
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
役職・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

